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Ⅰ 調査の目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、強い揺れや大きな津波に

よって多くの方々の尊い命が失われるなど、甚大な被害が生じました。 

三重県においても、南海トラフ巨大地震の発生が危惧されているほか、大型

化する台風や集中豪雨の脅威にもさらされています。これらの大規模な災害が

起こった場合、その被害を最低限におさえるためには、県民、自主防災組織、

事業者、行政の各主体がそれぞれの責務と役割を理解し、互いに連携していく

ことが重要です。 

地域防災力の向上に重要な役割を担う自主防災組織について、活動の実態と

その問題点を把握することで、今後の地域防災力の向上に役立てていくことを

目的に、より効果的な事業を実施するため、県内の全自主防災組織を対象に調

査を行いました。 

 

 

Ⅱ 調査の内容 

 三重県内の全自主防災組織に対し、郵送もしくは市町を通じて、各自主防災

組織の代表者あてに調査票を送付する方法により実施し、66％の組織から回答

を得ました。 

○ 調査対象：3,638組織【前回調査 3,616組織】 

○ 回 収 率：66％（2,407組織／3,638組織）【前回調査 70％】 

○ 調査時期：平成 26年５月～７月 

○ 調査項目：「名称・活動地区」「組織構成」「活動状況」「資機材」「その他」 

 など、全 16問を設定 

 

自主防災組織の代表者へ実際に送付したアンケート調査票を次頁以降に示す。 
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アンケート調査票 
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Ⅲ 市町別調査票回収状況 

 回答数は、2,407組織（66％）から回答があったが、前回調査の2,524組織（70％）

を下回った。市町別の調査票回収状況を表 1 に示す。前回調査の回収率を上回

ったのは 11市町、下回ったのは 15市町、同率は 3市町であった。 

表１ 市町別調査票回収状況表 平成２６年７月３１日現在

自治会数 自主防災組織数

1 桑名市 685 310 310 218 70%

2 いなべ市 120 61 61 45 74%

3 木曽岬町 40 16 16 9 56%

4 東員町 23 23 23 18 78%

5 四日市市 716 681 681 315 46%

6 菰野町 39 39 39 30 77%

7 朝日町 9 9 9 8 89%

8 川越町 10 10 10 7 70%

9 鈴鹿市 397 297 297 221 74%

10 亀山市 229 151 151 113 75%

津 11 津市 1003 681 683 469 69%

12 松阪市 444 303 303 215 71%

13 多気町 49 43 43 37 86%

14 明和町 94 44 44 30 68%

15 大台町 47 47 47 28 60%

16 伊勢市 173 125 122 99 81%

17 鳥羽市 47 45 45 33 73%

18 志摩市 49 42 42 26 62%

19 玉城町 68 22 22 12 55%

20 南伊勢町 38 37 37 31 84%

21 大紀町 87 34 24 17 71%

22 度会町 36 36 36 33 92%

23 伊賀市 277 306 288 213 74%

24 名張市 15 15 15 7 47%

25 尾鷲市 84 78 78 42 54%

26 紀北町 111 46 46 36 78%

27 熊野市 114 66 66 40 61%

28 御浜町 20 63 63 29 46%

29 紀宝町 14 37 37 23 62%

― ― ― 3 ― 桑名2+鈴鹿1

5,038 3,667 3,638 2,407 66%

不明

合計

備考

紀
南
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市
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市町把握数（H26.4 .1）

市町名 回収率地区 № 実送付数 回収数
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Ⅳ 調査結果概要 

 Ⅳ－１ 県全体集計結果 

  ○自主防災組織の構成 

    「自治会やマンションの管理組合と同じ組織」（52％）、「自治会やマン

ションの中に、独自の自主防災活動部門がある」（18％）、「学校区などで

いくつかの自治会等が集合して自主防災組織を作っている」（14％）のい

ずれかと回答した方が、合わせて 84％となっており、自治会との関連性

が強いことがわかります。 

  ○自主防災組織代表者の選出方法・任期 

    選出方法は、「自治会の役員が、自主防災の代表者を兼任する」が 84％

と最も多く、また、任期は、「１年以上２年未満」または「２年以上３年

未満」と答えた方が 75％となっています。 

  ○自主防災組織の活動状況 

    「とても活発に活動している」が８％、「一応の活動はしている」が 65％、

「ほとんど活動していない」が 24％となっています。 

  ○訓練内容・訓練頻度 

    実施している訓練は、「消火・放水訓練」、「避難訓練」、「応急救護訓練」

の順に多く、比較的取り組みやすい訓練が上位となっています。 

    一方、「夜間訓練」、「介護が必要な人の介助訓練」、「図上訓練」など、

やや高度な内容の訓練を実施している組織も若干ですが存在しています。 

    また、訓練の頻度については、「1年に１回」との回答が最も多く、少

なくとも１年に１回以上の訓練を行っているのは、全体の 81％との結果

となっています。 

  ○訓練の実施主体 

    「市や町が実施する防災訓練に参加」しているとの回答が 983組織と

最も多く、次いで「自主防災組織独自で訓練を実施」が 926組織となっ

ています。 

  ○防災訓練以外の活動 

    「地域での研修会の参加」が最も多く、次いで「災害時要援護者台帳

等の作成」、「防災マップの作成」の順に多い結果となっています。 

  ○地域住民の参加状況 

    「主に役員のみ」（15％）または「役員と一部の住民」（45％）と回答

した方は全体の 60％にのぼります。一方、「ほとんどの住民が参加してい

る」と回答したのは 16％、「半分程度」と回答した方と合わせても 35％

に留まっています。 

  ○今後取り組みたい防災訓練以外の活動 

    今後取り組んでみたい防災訓練以外の活動については、「避難マニュア

ルの作成」、「地域での研修会の参加」、「家具の耐震化、家具固定、火災

報知器設置の促進・指導」の順に多い結果となっています。 
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  ○不足している防災資機材 

    「情報伝達用（簡易無線等）」との回答が最も多く、次いで「避難生活

用（炊き出し鍋、非常用発電機等）」、「救護用（担架、救急セット等）」

の順に多い結果となっています。 

 

  ○防災資機材の操作 

    「役員など、一部の住民が利用できる」と回答した方が全体の 82％を

占め、「ほぼすべての住民が利用できる」と回答したのはわずか７％とい

う結果となっています。 

  ○他団体等との連携 

    「自治会」と回答した方が最も多く、一方で、「交流・連携している組

織はない」、「他の自主防災組織」の順に多い結果となっています。 

 

 県全体の集計結果のグラフを次頁以降に示す。 
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【問７】あなたの自主防災組織は、地域にある他の団体や組織と交流や連携することはありますか？（いくつでも○）

388 

86 

572 

1,118 

587 

257 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

学校

事務所

他の自主防災組織

自治会（町内会）

交流・連携している組織はない

その他

他団体等との連携 （N=3,008）
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Ⅳ－２ 前回調査との比較 

 ○自主防災組織の構成、代表者の選出方法、代表者の任期 

   前回との差異はほとんど見受けられない。 

 ○自主防災組織の活動状況 

   「ほとんど活動していない」との回答が 26％（647組織）から 24％（587

組織）へと減少しています。 

 ○訓練内容 

   「避難所開設・運営訓練」を行っている組織が 369組織から 386組織

に増加しています。 

 ○訓練頻度 

    前回との差異はほとんど見受けられない。 

  ○訓練実施主体 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○防災訓練以外の活動 

    「防災マップの作成」との回答が 659組織から 697組織へと増加して

います。 

  ○地域住民の参加状況 

    「住民の半分程度が参加している」と回答した組織の割合が 18％から

19％、「ほとんどの住民が参加している」は 15％から 16％となり、割合

がともに、僅かながら増加しています。 

  ○不足している防災資機材 

    「情報伝達用（簡易無線等）」が「避難生活用（炊き出し鍋、非常用発

電機等）」を上回り、最も多くなりました。また、「足りている」との回

答が 263組織から 299組織へと増加しています。 

  ○防災資機材の操作 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○他団体等との連携 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

 

 前回調査との比較を行ったグラフを次頁以降に示す。 
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２－２．あなたの自主防災組織における、代表者の選出方法をお答えください。（ひとつだけ○）

２－３．あなたの自主防災組織における、代表者の任期をお答えください。（ひとつだけ○）

【問２】自主防災組織についてお聞きします。
２－１．あなたの自主防災組織は、どのような組織で構成されていますか？（ひとつだけ○）

146 

150 

1,246 

1,307 

445 

482 

335 

339 

192 

201 

43 

45 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成26年度

平成25年度

自主防災組織の構成

自治会（町内会）とは全く異

なる別組織

自治会（町内会）やマンショ

ンの管理組合と同じ組織

自治会（町内会）やマンショ

ン等の中に、独自の自主防

災活動部門がある

学校区などでいくつかの自

治会（町内会）等が集合して

自主防災組織を作っている

その他

無回答

2,009 

2,092 

299 

312 

81 

79 

18 

41 
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平成26年度

平成25年度

代表者の選出方法

自治会（町内会）の役員（会

長等）が、自主防災の代表

者を兼任する

自治会（町内会）の役員とは

別の人を、自主防災の代表

者として選任する

その他

無回答

1,419 

1,442 

392 

385 

220 

257 

356 

405 

20 

35 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成26年度

平成25年度

代表者の任期

１年以上２年未満
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その他
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（１）行っている訓練の内容をお答えください。（いくつでも○）

【問３】あなたの自主防災組織は、現在、どのような状況だと思いますか？（ひとつだけ○）

（２）訓練の頻度をお答えください。（ひとつだけ○）

【問４】あなたの自主防災組織の活動状況についてお聞きします。
４－１．あなたの自主防災組織では、具体的にどのような訓練を行っていますか。
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647 
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24 

41 

34 
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平成26年度

平成25年度

自主防災組織の活動状況
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いない

その他

無回答
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４－２．次のような防災訓練以外の活動を行ったことがありますか？（いくつでも○）

（３）その訓練（避難訓練を含む）は、どのように実施していますか？（いくつでも○）

４－３．防災訓練と防災訓練以外の活動について、地域住民の参加状況はいかがですか？（ひとつだけ○）

364 

390 

1,086 

1,154 

454 

459 

391 

385 
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136 
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無回答
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５－２．発災時に、防災資機材を正しく利用できると思いますか？（ひとつだけ○）

４－４．今後取り組んでみたい防災訓練以外の活動はありますか？（いくつでも○）

５－１．あなたの自主防災組織が保有している防災資機材で、不足していると思うものはありますか？（いくつでも○）
【問５】防災資機材についてお聞きします。
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無回答
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【問７】あなたの自主防災組織は、地域にある他の団体や組織と交流や連携することはありますか。（いくつでも○）
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